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様式第１号
令和　年　　月　　日

公募要項質問書
「熊本市西区旧学校利用施設利活用事業 事業者公募要項」について、質問事項がありますので、提出します。

	
質 問 者

	事業者名

	
	所在地

	
	代表者（職・氏名）

	
	ご担当者
	氏名

	
	
	所属

	
	
	電話番号/FAX番号　　　　　　　　　/

	
	
	電子メールアドレス

	項　　目
	（項目名 ／ ページ）

	




内 　　容






	
















※留意：質問事項は、本様式１枚につき１問とし、簡潔に取りまとめて記載すること。



様式第２号
令和　年　　月　　日

参加申込書

熊本市長　大西　一史　様

	事業者名
（グループ名）
	

	所在地
	

	代表者
（職・氏名）
	



「熊本市西区旧学校利用施設利活用事業」について、下記の書類を添えて、プロポーザルへの参加を表明します。なお、関係書類の全ての記載事項は事実と相違ないこと、もし虚偽の記載のあった場合はいかなる措置を受けても異議がないことを誓約します。

記

１　資格基準を満たす旨の誓約書（様式第3号）
２　役員等名簿及び照会承諾書（様式第4号）
３　定款、規約その他これらに類する書類
４　法人の登記事項証明書
５　法人印鑑証明書
６　労働保険、社会保険の加入を確認できる書類
７　決算書類

※下記資料からは選定委員会に使用しますので各８部提出してください。
８　団体の概要（様式第5号）
９　事業概要（様式第6号）
10　施設運営体制（様式第7号）
11　緊急時対応（様式第8号）
12　地域貢献への取り組み（様式第9号）
13　土地の選定理由（様式第10号）
14　レイアウト計画書（様式第11号）
15　収支計画（様式第12号）
16　資金計画（様式第13号）
17　事業実績に関する資料（様式第14号）

	ご担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話番号／FAX番号
	／

	
	電子メールアドレス
	




様式第３号
　　　　　令和　年　　月　　日
熊本市長　大西　一史　様

資格基準を満たす旨の誓約書

	事業者名
（グループ名）
	

	所在地
	

	代表者
（職・氏名）
	



熊本市西区旧学校利用施設利活用事業の事業者公募への応募にあたり、下記の資格基準をすべて満たすことを誓約します。

記

(1)　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項各号の規定に該当しない者であること。
(2)　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続の開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続の開始の申立てがなされた場合は、それぞれ更生計画の認可決定又は再生計画の認可決定がなされていること。
(3)　熊本市が締結する契約等からの暴力団等の排除措置要綱（平成１８年告示第１０５号）第３条第１号の規定に該当しないこと。
(4)　熊本市から「熊本市工事請負及び委託契約に係る指名停止等の措置要綱（平成７年告示第１０８号）」又は「熊本市物品購入契約及び業務委託契約等に係る指名停止等の措置要綱（平成２１年告示第１９９号）」に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。
(5)　消費税及び地方消費税並びに本市市税の滞納がないこと。
※グループとして登録する場合は、書面により定め、代表の団体を設定することとします。ただし、応募登録者の要件を満たさない団体等が含まれるグループは登録不可とします。また、同一の団体等が複数のグループに属して登録すること及び別途単独で登録することは不可とします。
※グループとして応募する場合には、全ての構成団体について提出してください。

様式第４号（表）

役員等名簿及び照会承諾書


住所　　　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　

　下記の役員等名簿に相違ないことを誓約するとともに、この名簿に記載した者について、熊本市が締結する契約等からの暴力団等排除に関する合意書３に定める項目のいずれかに該当するか否かに関し熊本県警察本部に照会することを承諾します。

	役職
	氏名 (フリガナ)
	住所
	生年月日
※和暦で記載
	性別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　記載する前に、裏面の注意事項をお読みください。



様式第４号（裏）

【注意事項】
１　氏名、住所等、この書面に記載されたすべての個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の規定に基づいて取り扱うものとし、熊本市が締結する契約等からの暴力団等排除に関する合意書（以下「合意書」といいます。）に基づいて実施する暴力団等排除のための措置以外の目的には使用しません。熊本市がこれらの情報をもとに熊本県警察本部（以下「警察本部」といいます。）から取得した個人情報についても同様です。
　
２　この書面には、次に該当する者を記載してください。なお、氏名は、正確な字体で記載してください。
（１）株式会社（特例有限会社を含む。）については、取締役（代表取締役を含む）及び執行役（代表執行役を含む）
（２）合名会社又は合同会社については、社員
（３）合資会社については、無限責任社員
（４）一般社団法人又は一般財団法人については、理事（代表理事を含む。）。一般財団法人については、これに加えて評議員
（※　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律第５０号。以下「整備法」という。）第４２条第１項に規定する「特例社団法人」又は「特例財団法人」にあっては、理事。特例財団法人が整備法第９１条の規定により評議員を置いた場合は、これに加えて評議員）
（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）までに掲げる役職に相当する地位にある者
（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決定に直接関与することとされる者
（７）個人については、その者
（８）次に該当する場合は、（１）から（７）に掲げる者のほか、次の者
　　ア　支配人をおく場合は、支配人
　　イ　支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長又は営業所長その他の者
（９）当該法人が会社更生手続又は民事再生手続中である場合は、（１）から（８）までに掲げる者のほか、管財人
３　この書面の記載に当たっては、対象者すべての同意を得てください。

様式第５号

団体の概要
	事業者名
（グループ名）
	

	代表者（職・氏名）
	

	設立年月日
	

	資本金
	円

	従業員数
	総数　　　　　人（うち非常勤従業員　　人）

	主たる業務内容
	








	事業経歴
※主な経歴を記載してください
	








	主要取引先
	





※１枚で収まらない場合は、改行して複数枚として提出しても構いません。
※他に応募団体の概要を紹介したパンフレット等があれば提出してください（任意）
※グループとして応募する場合には、全ての構成団体について提出してください。
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様式第６号

事業概要
	(1)事業名称　※仮称で構いません




	(2)目的




	(3)利活用事業の内容
※西区のまちづくり方針等とどのように整合しているかを記入してください。また、公募要項P７審査項目の「利活用内容」「公益性」に関する審査基準の各項目に即した考え方も記載してください。
※西区のまちづくり方針について
　熊本市は平成24年4月1日に全国で20番目となる政令指定都市に移行し、5つの区が設置されました。西区においても『金峰望む　華のあるまち西区』を目指す区の姿とし、住民により身近な区役所できめ細やかな行政サービスを提供するとともに、地域の特性を活かした自主自立のまちづくりを進めることで、住みやすく暮らしやすいまちづくりに取り組んでいます。
















様式第７号

施設運営体制
	(1)開館日 


(2)開館時間


(3)職員配置


(4)利用者数


(5)駐車台数


(6)その他
・施設維持管理


・近隣環境配慮


・他事業者協力






様式第８号

緊急時対応
	(1) 地震発生時
・即時対応


・避難誘導


・避難所開設


(2)火災発生時
・初期対応


・誘導避難


・延焼防止


(3)連絡体制
・行政機関

・地域

・関係者

(4)事後対応






様式第９号

地域貢献への取り組み
	(1)相互交流機能の概要
※日常的又は定期的な地域住民あるいは市民を対象とした相互交流機能の概要。
















	(2)地域活性化への波及効果の考え方
※上記に記載した機能が地域活性化に貢献する波及効果、また地域住民の安全・安心、街並み等への配慮に関する工夫など。










様式第１０号

土地の選定理由
	(1)市街化区域では実現できない理由

















	(2)市街化調整区域の中で旧松尾東・旧松尾西小学校を選定した理由 




















様式第１１号

レイアウト計画書
		(1)利活用を希望するスペースに〇をつけてください。（公募要項P11・P12参照）

	旧松尾東小学校
	旧松尾西小学校

	２階
	1階
	２階

	①
	②
	①
	②
	③
	④
	⑤

	
	
	
	
	
	
	




	(2)レイアウト図（各階平面プラン）
※その他（鳥瞰イメージ、写真イメージ等）



























様式第１２号

収支計画
【収入計画（単位：千円）】
	項　目
	１年目
	２年目
	３年目以降

	
	金額
	積算等
	金額
	積算等
	金額
	積算等

	(1)
	
	
	
	
	
	

	(2)
	
	
	
	
	
	

	(3)
	
	
	
	
	
	

	(4)
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	



	項　目
	１年目
	２年目
	３年目以降

	
	金額
	積算等
	金額
	積算等
	金額
	積算等

	(1)維持管理費
	
	
	
	
	
	

	(2)修繕費
	
	
	
	
	
	

	(3)人件費
	
	
	
	
	
	

	(4)公租公課
	
	
	
	
	
	

	(5)支払利息
	
	
	
	
	
	

	(6)損害保険料
	
	
	
	
	
	

	(7)売上原価
	
	
	
	
	
	

	(8)借入金返済額
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


【支出計画（単位：千円）】
※項目は必要に応じて追加、修正を行ってください。改修費等を含めた収支計画及び資金計画を記載してください。

様式第１３号

資金計画
	資金計画（当初事業費概算内訳）
	資金調達計画

	項目
	金額（千円）
	項目
	調達先
	金額（千円）

	設計・監理費
	
	出資金
	
	

	内装工事費
	
	借入金
	
	

	設備工事費
	
	自己資金
	
	

	その他関連工事費
	
	保証金
	
	

	什器・備品購入費
	
	その他
	
	

	公租公課
	
	
	
	

	人件費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	合　計
	


※当初事業費概算額に関して、出資金、借入金等の調達方法を記載してください。必要に応じて項目追加等を行ってください。








様式第１４号

事業実績に関する資料
	※類似施設の取組実績、運営実績、地域連携・貢献に係る事業実績があれば、その概要を記載。その他特にアピールしたい点があれば記載してください。































様式第１５号
　　令和　年　　月　　日

熊本市長　大西　一史　様

応募辞退届

令和　年　月　日に応募申込しました「熊本市西区旧学校利用施設利活用事業」の応募を辞退したいので届け出ます。

	事業者名
（グループ名）
	

	所在地
	

	代表者
（職・氏名）
	


※複数の事業者で応募の場合はグループ名を記載してください

【辞退理由】※辞退に至った理由を極力詳細に記載してください。








	ご担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	電話番号／FAX番号
	／

	
	電子メールアドレス
	



